
（参考資料）砂利採取法施行関連等の最近の動向について 

令 和 ６ 年 ６ 月 ２ ８ 日 

経済産業省製造産業局素材産業課 

１．デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しについて 

 デジタル原則に照らした規制の一括見直しプランに基づき、代表的なアナログ規制で

ある 7項目（目視規制、定期検査・点検規制、実地監査規制、常駐・専任規制、書面掲

示規制、対面講習規制、往訪閲覧・縦覧規制）等に係る法令等の点検の結果、砂利採取

法に係る該当する事項についても、工程表を作成し、計画的に見直しを行うこととされ

た（資料 1参照）。※下線は砂利採取法に係る該当項目。 

現在の取り組み状況については、下記のとおり。 

【目視規制（立入検査等、掘さく等の着手と完了の際の立会検査）】 

デジタル技術を活用した立入検査の実施（砂利採取法第 34条関係） 

〇砂利採取法第 34条第 1項～第 5項の規定に基づき、経済産業大臣、都道府県知事、

政令指定都市の長、国土交通大臣又は河川管理者は、その職員に砂利採取業者の事務

所や砂利採取場等に立ち入り、帳簿、書類その他の物件の検査等を行わせることがで

きることを規定。当該検査の実施に当たり、目視のみによらず、デジタル技術を活用

した手法での検査を許容することを明確化するもの。 

○令和 6年 3月 29日付けで、実地に赴いて行うことに限らず、オンライン会議システ

ム等のデジタル技術を活用した手法をもって立入検査等を行うことを許容する旨の通

知を発出し、デジタル原則を踏まえた砂利採取法令の適用に係る解釈を明確化した

（資料 2参照）。 

※砂利採取計画認可準則における掘さく等の着手と完了の際の立会検査も同様。

○砂利採取業務主任者の試験申請や身分証発行時において、手札形としてサイズを指定

していたが、資格ごと写真サイズが混在し、管理コスト等を最小限にする観点から、

砂利採取業者の登録等に関する規則第 10条、第 12条及び第 14条を改正し、砂利採

取法関係の写真においては縦 6センチメートル×横 4センチメートルのものであっ

て、6月以内に撮影した正面上半身像とする省令改正を行った。 

○施行期日等

・公布日・施行期日：令和 5年 6月 9日

・当分の間、なお従前の例によることができる。

【書面掲示規制（標識の掲示義務）】 

認可事項に係るインターネットを利用した公衆の閲覧 

（砂利採取法第 29条改正、砂利の採取計画等に関する規則第 7条等改正） 

砂利採取業務主任者試験や身分証に用いる写真規格の統一 

（砂利採取業者の登録等に関する規則第 10条等改正） 
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○デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するためのデジタル社会形成基本法

等の一部を改正する法律（令和 5 年法律第 63 号。以下「改正法」という。）により、

砂利採取法第 29条が改正され、砂利の採取計画の認可を受けた砂利採取業者は、当該

認可に係る砂利採取場の見やすい場所に、氏名又は名称、登録番号等の事項を記載し

た標識を掲げるとともに、その事業規模が著しく小さい場合等を除き、当該事項を電

気通信回線に接続して行う自動公衆送信により公衆の閲覧に供しなければならないこ

ととされた。 

○上記を踏まえ、砂利の採取計画等に関する規則（以下、「認可規則」という。）第 7条を

改正し、 

・インターネットを利用した公衆の閲覧は、砂利採取業者のウェブサイトに掲載する方

法により行うこと、 

・一律にインターネットによる掲示を義務付けることとした場合、小規模事業者等への

負担が大きいことを踏まえ、 

①常時雇用する従業員の数が 20人以下である場合、又は 

②自ら管理するウェブサイトを有していない場合、 

のいずれかに該当する場合は、ウェブサイトへの掲載を要しないことを新たに規定す

るとともに、様式第五について用語の整合を行った（資料 3参照）。 

 ○施行期日等 

・公布日：改正法  令和 5年 6月 16日 

認可規則 令和 5年 12月 28日 

・施行期日：改正法の施行の日（令和 6年 4月 1日） 

 ・施行の際現に砂利採取業者が掲げている改正前の様式第五による標識は、改正後の様

式第五による標識とみなす。 

 

【往訪閲覧（事案の記録の閲覧、文書等の閲覧、調書及び報告書の閲覧）】 

聴聞に係る文書等の閲覧、聴聞調書及び報告書の閲覧 

（砂利の採取計画等に関する規則第 18条等関係） 

○砂利採取事業の登録の取消し等による不利益処分における意見陳述のため、砂利採取

法第 38条の規定により聴聞を行うことが規定されており、当事者等は聴聞に係る調

査の調書や資料等の文書の閲覧を求めることができる旨、認可規則第 18条に規定さ

れているが、閲覧手続きについて、今後インターネット等を活用できる旨明確化する

もの（認可規則 24条の聴聞調書及び報告書の閲覧も同様） 

○令和 6年 3月 29日付けで、「行政手続法事務取扱ガイドライン（令和 6年 3月総務 

省行政管理局）」の行政手続におけるデジタル技術の活用に準拠するとともに、イン

ターネットや電子メールの活用など、手続きのデジタル化を基本としていただく旨の

通知を発出し、デジタル原則を踏まえた砂利採取法令の適用に係る解釈を明確化した

（資料 2参照）。 

 

意見聴取会における事案の記録の閲覧 
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（砂利の採取計画等に関する規則第 33条関係） 

〇砂利採取法による処分等に対する審査請求が生じた場合、意見の聴取手続きを行うこ

とが砂利採取法第 39条に規定されており、認可規則第 33条において、審査請求人等

が本意見聴取会に係る事案の記録の閲覧が可能な旨規定されているが、閲覧手続きに

ついて、今後インターネット等を活用できる旨明確化するもの。 

○同上。 

 

【記録媒体（文書の作成・保存等）】 

文書の作成・保存等 

（砂利の採取計画等に関する規則第 8条関係） 

 ○砂利採取法第 32条、認可規則第 8条第 2項及び第 3項の規定に基づき、砂利採取業

者は、帳簿を備え、砂利の採取実績や業務主任者の監督の内容、災害の防止のために

講じた措置などを記載し、これを保存しなければならないが、電子計算機に備えられ

たファイル等による記録に代えることができる（整備済み）。 

 

 

２．地方分権改革に対する対応について 

 地方公共団体への義務付けの見直し等を行う地方分権改革の一環で、地方公共団体から

の提案を踏まえ、砂利採取業者の登録等に関する規則（以下、「登録規則」という。）第 8

条の規定に基づく、砂利採取業務主任者試験の施行場所等の公告について、試験を実施す

る都道府県の判断により、都道府県の公報以外の適切な方法により行うことも可能とする

方向で検討し、令和 5年度中に結論を得ることとし、その結果に基づいて必要な措置を講

ずることとされた（令和 5年 12月 22日閣議決定）。 

また、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 25年法律第 28号）による住民基本台帳法（昭

和 42年法律第 81号）の条ずれが生じたことに伴い、住民基本台帳法の規定を引いている、

登録規則第 2条第 2項第 4号の規定をこの条ずれに整合させることとする。 

○上記を踏まえ、登録規則第 17条の規定（条例等に係る適用除外）の対象に、登録規則

第 8 条（公告に係る部分に限る）を追加し、都道府県の公報以外の公告方法により行

うことを可能とするとともに、住民基本台帳法の一部改正に伴い登録規則第 2 条第 2

項第 4号の規定を整合させるための省令改正を行った（資料 4参照）。 

 ○施行期日等 

 ・公布日  令和 6年 6月 28日 

・施行期日 公布と同時に施行 
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（資料１） 

 

○デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程表 

（2022年12月21日 デジタル臨時行政調査会）〈砂利採取法関係抜粋〉 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○デジタル原則を踏まえたアナログ規制（通知・通達等）の見直し方針 

（2023年５月 30日 デジタル臨時行政調査会）〈砂利採取法関係抜粋〉 
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（資料２） 

 

デジタル原則を踏まえた砂利採取法令の適用に係る解釈の明確化等について 

 

令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ９ 日 

                     経済産業省製造産業局素材産業課 

                     国土交通省水管理・国土保全局水政課 

 

令和３年１１月、デジタル改革、規制緩和、行政改革に係る横断的課題を一体的に検討

し実行することにより、国や地方の制度・システム等の構造改革を早急に進め、個人や事

業者が新たな付加価値を創出しやすい社会とすることを目的としてデジタル臨時行政調査

会（会長：内閣総理大臣。以下「調査会」という。）が設置されました。 

令和４年６月、調査会は、「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（以下

「一括見直しプラン」という。）を策定し、７項目のアナログ規制（目視規制、定期検

査・点検規制、実地監査規制、常駐・専任規制、書面掲示規制、対面講習規制、往訪閲

覧・縦覧規制）等に関する法令約１万条項について、点検・見直しを行うこととし、同年

１２月にはこれら規制等に係る法令の見直しに向けた工程表、令和５年３月には告示等に

も対象を広げた工程表が策定されました。 

一括見直しプランでは、令和４年７月から令和６年６月までの２年間を集中改革期間と

位置づけており、工程表中の各条項においても、当該２年間の取組を前提とした類型化さ

れた工程表が示されており、必要な見直しを進めていくこととされているところです。 

これを受けて、砂利採取法（昭和 43年法律第 74号。以下「法」という。）及び砂利の

採取計画等に関する規則（昭和 43年通商産業省・建設省令第 1号。以下「規則」とい

う。）、砂利採取計画認可準則（昭和 43年通達通産省化局第 491号・建設省河政発第 99

号。以下「通達」という。）について、下記のとおり整理しました。 

なお、本整理については、今後も必要に応じ、追記等を行っていく予定です。 

 

 

＜参考＞デジタル臨時行政調査会の取組 

https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-

research-committee/ 

 

記 

 

１．「目視規制」について 

法第３４条第１項から第４項までに規定する立入検査等及び通達Ⅳ三（１）②ロ（ハ）

に基づく立会検査については、砂利採取業を行う事務所等における帳簿等の確認や関係者

への質問について、実地に赴いて行うことに限らず、オンライン会議システム等のデジタ

ル技術を活用して行うことを許容します。 
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 また、法第３４条第５項に規定する身分証明書の掲示について、オンライン方式により

立入検査等を行う場合は、立入検査等をする職員はその身分を示す証明書を携帯し、関係

者に画面越しに提示してください。 

 

２．「往訪閲覧・縦覧規制」について 

規則第１８条第１項の規定に基づく行政手続法第１８条第１項の規定による聴聞に係る

文書等の閲覧、規則第２４条の規定に基づく行政手続法第２４条第４項の規定による聴聞

調書及び報告書の閲覧並びに規則第３３条の規定に基づく当該事案の記録の閲覧について

は、「行政手続法事務取扱ガイドライン（令和６年３月総務省行政管理局）」の行政手続

におけるデジタル技術の活用に準拠するとともに、インターネットや電子メールの活用な

ど、手続きのデジタル化を基本としていただけますようご協力方よろしくお願いします。 

なお、紙媒体による対応を排除するものではございません。 

 

＜参考＞行政手続法事務取扱ガイドライン 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/tetsuzukihou/index.html 

 

 

以上 
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（資料３） 

砂利の採取計画等に関する規則の一部改正について 

 

令 和 ５ 年 １ ２ 月 

製造産業局素材産業課 

 

１．改正の趣旨 

デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するためのデジタル社会形成基本法等

の一部を改正する法律（令和５年法律第 63 号。以下「改正法」という。）により、砂利採

取法（昭和 43年法律第 74号）第 29条が改正され、砂利の採取計画の認可を受けた砂利採

取業者は、当該認可に係る砂利採取場の見やすい場所に、氏名又は名称、登録番号等の事

項を記載した標識を掲げるとともに、その事業規模が著しく小さい場合等を除き、当該事

項を電気通信回線に接続して行う自動公衆送信により公衆の閲覧に供しなければならない

こととされた（別紙１）。 

これを踏まえ、砂利の採取計画等に関する規則（昭和 43年通商産業省・建設省令第１号。

以下「省令」という。）について、所要の改正を行う必要がある。 

 

２．改正の概要 

 省令第７条の規定を下記のとおり改正する（別紙２）。 

（１）具体的なインターネットでの公表方法 

  インターネットを利用した公衆の閲覧は、砂利採取業者のウェブサイトに掲載する方

法により行うものとする。 

（２）適用除外の基準 

  一律にインターネットによる掲示を義務付けることとした場合、小規模事業者等への

負担が大きいことを踏まえ、①常時雇用する従業員の数が 20人以下である場合又は②自

ら管理するウェブサイトを有していない場合のいずれかに該当する場合は、ウェブサイ

トへの掲載を要しないこととする。 

 

３．施行期日等 

公布日：令和５年 12月 28日（木） 

 施行期日：改正法の施行の日（令和６年４月１日） 
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（別紙１） 
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（別紙２）
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（資料４） 

砂利採取業者の登録等に関する規則の一部改正について 

 

令 和 ６ 年 ６ 月 

製造産業局素材産業課 

 

１．改正の趣旨 

(1) 砂利採取業務主任者試験の施行場所等の公告については、砂利採取業者の登録等に関

する規則（昭和 43年通商産業省令第 80号。以下、「規則」という。）第８条の規定に基

づき、都道府県の公報によることとされているが、令和 5年 12月 22日付けで閣議決定

がなされ、「国から都道府県への事務・権限の移譲等として、当該扱いについては、試

験を実施する都道府県の判断により、公報以外の適切な方法により行うことも可能とす

る方向で検討し、令和５年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず

る。」こととされた。 

砂利採取業務主任者試験の公告方法については、その実効性が確保される場合は、必

ずしも都道府県の公報によらなくても良く、かつ、都道府県の事務負担軽減に繋がるこ

とは望ましいと考えられることから、閣議決定での方向性のとおり、都道府県の判断に

より、公報以外の適切な方法により行うことも可能とすることとし、その旨規則を改正

することとする。 

(2) 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律（平成 25年法律第 28号）による住民基本台帳法（昭

和 42年法律第 81号）の条ずれが生じたことに伴い、住民基本台帳法の規定を引いてい

る、規則第２条第２項第４号の規定をこの条ずれに整合させることとする。 

 

２．改正の概要 

  規則第１７条の規定（条例等に係る適用除外）の対象に、規則第８条（公告に係る部

分に限る）を追加するとともに、住民基本台帳法の一部改正に伴い規則第２条第２項第

４号の規定を整合させるための所要の改正を行う（別紙３）。 

 

３．施行期日等 

公布日：令和６年６月 28日（金） 

 施行期日：公布と同時に施行 
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（別紙３） 
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（参考１）公害等調整委員会による砂利採取計画変更不認可処分に対する取消裁定申請事

案について 

 

（１）裁定申請の概要 

 令和 5年 6月 13日付けで措置された砂利採取計画変更不認可処分に対し、令和 5年 9

月 11日付けで、当該砂利採取業者から、砂利採取法第 40条の規定に基づく公害等調整

委員会に対する当該不認可処分の取り消しを求める裁定の申請がなされ、令和 5年 12

月 5日付けで当該不認可処分を取り消すとの裁定が行われた事案。 

 

①件名 岐阜県本巣市曽井中島字南原地内の砂利採取計画変更不認可処分に対する取消

裁定申請事件（公調委令和 5年(フ)第 1号） 

 ②不認可処分の概要 

砂利採取法第 20条第 1項の規定に基づき、1年 6ヶ月として認可を受けていた砂 

利採取計画の期間を 6ヶ月延長する旨の変更認可申請について、「確実に採取跡地作

業が実施されると認められる場合」に該当しないことを理由に不認可処分が行われた

もの。 

 

（２）裁定結果 

第３ 当裁定委員会の判断 

１ 争点１（裁定申請の法律上の利益の有無）について （略） 

 ２ 争点２（本件不認可処分の違法性の有無）について〈主な部分の抜粋〉 

（３）本件不認可処分の適法性について 

ア 本件不認可処分において示された処分理由について  

本件不認可処分の理由は、前記（前提事実（１）オ）のとおり、「ｃ協同組合の保証がされてい

るなど確実に採取跡地作業が実施されるとは認められ」ず、砂利採取法１９条に規定する他人に危

害を及ぼす等の危険を生じさせるというものである。本件変更認可申請における考慮要素の一つと

して、県認可基準に定められた第三者による採取跡地作業の保証にかかる判断が含まれるとして

も、県認可基準において「ｃ協同組合の保証がされているなど」と表記して明示されているよう

に、ｃ協同組合による保証は、あくまでも対応策の例示であって、それに固執して他の保証形態を

否定するような硬直的運用がなされるとすれば、それは上記の法の趣旨とは適合しないものであ

る。また、保証に係る作業の拒否等で支障を生じた過去の事例を考慮して、一定の保証者を適切で

ないと判断するというのであれば、そうした者を排除する趣旨を明記した審査基準を定め、公にす

るなどした上で（行政手続法５条）、個別に保証形態に関し適切性を判断し、不認可処分をする場

合には申請者にその理由として根拠条文に合わせて個別事案の事実関係についても提示すべきであ

る（同法８条）。ところが、上記の本件不認可処分の理由では、保証に係る上記審査基準は設定さ

れておらず、本件変更認可申請の採取跡地作業の保証を行う２者について、不適切とする具体的な

理由の提示はなされておらず、ｃ協同組合による保証のみを重視しているように見える。  

イ 本件変更認可申請の審査において考慮すべき要素  

他方で、本件変更認可申請の審査において本件事案の特性として考慮されるべき要素として、①
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本件変更認可申請段階までの事情（全証拠によっても申請人が本件変更認可申請に至るまでに本件

当初認可に係る砂利採取において特段の危険を生じさせることがあったなどとは認められず、本件

で採取跡地作業の保証を行う２者について、倒産等により同作業が行われない危険が増加したとは

認められない。）や、②本件変更認可申請によって予定されている作業の内容（本件変更認可申請

時には既に原石の採取を終えており、農地復元のための採取跡地作業が残っていたにすぎない（前

記前提事実（２）ところ、その作業は必要不可欠で、かえって危険を減少させるためには必要で特

段の危険を発生させる余地のない作業内容であるといえる。）が存在する。 

ウ 本件不認可処分の適法性  

ところが、上記イで挙げた考慮すべき要素は、本件不認可処分において十分に考慮されていな

い。すなわち、処分庁は、前記第２の５（２）のとおり、保証の程度に関する基準は、当初認可の

申請であるか、変更認可の申請であるかにかかわらず、認可期間の長さ（変更認可申請の場合は当

初認可期間からの通算による長さ）により、適用が分かれると主張し、実際、証拠（乙３）によれ

ば、申請人側が、令和５年４月２７日、砂利採取場を訪れた岐阜県職員に対し、口頭で、採取期間

延長の変更認可申請書を提出したい旨の発言をしたのに対し、同職員がその場で、採取期間の延長

という理由での変更は認められないと伝えていたことが認められる。また、処分庁は、上記アのと

おり、本件不認可処分の段階で、本件で保証を行う２者について、不適切であることの具体的根拠

を示しておらず、その後も、この２者について採取跡地作業拒否の危険性を示す具体的な事情を主

張してはいない（申請人の砂利採取場６箇所で保証をしているということは、その具体的な根拠と

はいえない。）。そのため、処分庁は、変更認可申請の場合、１年６か月の当初認可の保証では足

りず、同じ保証で期間延長の変更申請をした場合には、機械的に不認可の判断をしているものと考

えられる（しかも、処分庁は、１年６か月の当初認可の期間延長の場合、ｃ協同組合による保証に

限定されないとしつつ、実際には、それ以外に認められる例を示してはおらず、同組合による保証

以外の保証では認めない硬直的扱いを事実上しているようにも見える。）。 加えて、本件不認可処

分により本件で申請人が資本を投下して継続してきた営業活動が頓挫することによる信頼の破棄や

損害などへの配慮は、本件不認可処分では欠けていると言わざるを得ない。 以上のとおり、特段の

危険を発生させるおそれのない申請人の期間延長を求める本件変更認可申請を、本件当初認可とは

異なる保証形態の不備を理由に認めない本件不認可処分は、本件事例に即して個別具体的な事情を

総合考慮して判断したものということはできず、法の趣旨に合致しない誤った判断であると言わざ

るを得ない。 したがって、本件不認可処分は、個別事情を総合考慮すべき旨を定めた砂利採取法１

９条の趣旨に反し、違法である。 

 

※詳細は公害等調整委員会ＨＰに当該裁定書が全文掲載されていますので、下記を参照

してください。 

（公害等調整員会ＨＰ）

https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/motosushi5_1.html 
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（参考２）価格転嫁に関する取組状況について 

 

 
 

 

生コンサプライチェーン全体での価格転嫁に関する取組

⚫ 生コン等の契約単価は、民間会社が契約状況を調査した「物価本」や、都道府県の独自調査を基
に作成。足下の状況を調査結果にタイムリーに反映することが、価格転嫁対策として重要。

⚫ セメントや生コン業界全体での価格転嫁を支援すべく、①足下での価格を都道府県等に情報提供、
②原材料費の高騰を建設単価へ反映、③売買契約の適正化、④スライド条項適用等を求める
通知を国土交通省と経済産業省の連名で建設業界等に発出。

⚫ 取引適正化・価格転嫁等対策と連携し、価格転嫁、適正な請負契約の締結の実現に取り組むこ
とで、石炭価格高騰による負担をサプライチェーン全体で転嫁できるよう支援。

◇2022年4月及び10月時点において、セメント・コンクリート・砂利等関係団体等が、石炭価格高騰に伴う価格転
嫁に関する緊急調査を実施。生コン業界では、７割以上の組合が価格転嫁が十分にできていない(一部のみ転嫁
を含む)との回答。

◇4月26日付けで、国交省から業界団体等に対し、原材料費等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定
等を要請する通知文を発出。

◇6月6日付けで、国交省と経産省が連携して、都道府県等に対し、砂利の最終製品である生コン事業者から提供
される最新の価格を建設単価に反映するよう要請する通知文を発出。

◇12月6日付けで、国交省と経産省が連携して、建設業等の業界団体等に対し、製造
原価の高騰を踏まえた適正な売買契約を生コン業界と締結することを要請する通知文を
発出。

◇2023年6月8日付けで、国交省と経産省が連携して、建設業等の業界団体等に対し、
製造原価、エネルギー高騰を踏まえたスライド条項の適用、適正な売買契約を生コン業界と
締結することを要請する通知文を発出。

建設物価、積算資料（いわゆる物価本）

取引適正化・価格転嫁等支援
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調査結果 要  原材料、  材、  費、 料価格等  の    して る 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  

   

  

  

  

  

セメント 会

砂利 会

 石 会

全生連

全コン

（  ）

（   ）

（   ）

（   ）

（  ）

 い れの業界で  全く上 していない 以 の回答が   以上を  てお 、引き き
原材料高騰な が  とな て る状況。

   

  

   

   

   

   

   

   

   

   

  

   

   

   

   

  

  

  

（  ）

（  ）

（   ）

（   ）

（  ）

    年  月時点    年 月時点

 （） は  や  回答を いた  回答 、回答割合は   以    を    しているた 、合 して   し    とはならない。
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